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研究要旨 

富岡町特定復興再生拠点区域に加えて、大熊町の中間貯蔵施設周辺の走行

サーベイを開始し、社会的にも関心が高い中間貯蔵施設周辺のデータは、今

後大熊町民のみならず広く情報公開をすることで、中間貯蔵施設についての

情報公開に寄与できるものと考えられる。 

また、大熊町民における放射線健康リスク認知の現状、および住民の放射

線に対する不安と関連する因子を明らかにすることができた。今後リスクコ

ミュニケーション等の介入によって、これらの変化を評価することで、原子

力災害後のリスクコミュニケーションのあり方について提言を行うことが

可能になると期待される。 

 
キーワード リスクコミュニケーション、帰還企図、メンタルヘルス、外部被ばく、内部

被ばく、環境モニタリング 
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富岡町 特定復興再生拠点区域 

 
I  研究目的 

本研究では、平成 29 年度（2017 年度）以降に住民の帰還が開始された福島県富岡町において、

役場と連携しながら住民帰還の促進をはじめ町の復興・再生を支援するために、主任研究者らが

福島県川内村で実践してきた研究・リスコミ事業の経験・成果を活かしつつ、環境保健行政に資

する科学的エビデンスの構築を目的としている。研究責任者らは、これまでに同町における被ば

くリスク評価（外部被ばく線量・内部被ばく線量）を避難指示解除前からフォローしているが、

現在も一部に帰還困難区域を有する富岡町において、環境放射能レベルの把握と被ばく線量評価

（リスク評価）は極めて重要である。そこで、これまで実施してきた環境放射能調査をベースに、

これまでの経年変化の解析を加えた総合的な線量評価を行った。今年度は、例年観測している町

有施設（集会所）を中心とした建屋周辺の生活空間に着目した外部被ばく線量の継続的評価及び

富岡町内で栽培・採取した食品のスクリーニング検査（自家栽培及び山菜等の自生食材の非破壊

検査）による放射性セシウムの分布動態及び内部被ばく線量の継続的評価を行うとともに、特定

復興再生拠点区域（帰還困難区域）における除染・解体作業に伴う環境放射能レベルの現状把握

と経年変化の推移（走行サーベイによる線量マッピング・放射性セシウムの再浮遊の環境動態把

握）及び作業員の吸入による内部被ばく線量評価、さらには避難指示解除区域の森林域（未除染

エリア）における環境放射能レベルの把握（塩の道ハイキングコース内の歩行サーベイによる線

量マッピング）を行い、除染効果の検証や里山の利活用に向けた提案など、住民や労働者が富岡

町で安心して長く生活するための科学的知見をさらに集積し、住民等を対象とした身の回りの放

射線に関する健康相談（放射線リスクコミュニケーション）の基礎的データの構築及び拡充を目

指した。 

 

II  研究方法 

外部被ばく線量評価については、帰町した住民の住居を中心に、過去 3 ヶ年（2017 年度～2019

年度）で延べ 159 戸を調査してきたが、昨年度来続く新型コロナウイルス（COVID-19）の感染拡

大に伴い、住民との接触を回避せざるを得ない状況であったことから、昨年度に引き続き、調査

対象を集会所に限定して実施した。具体的には、対象建屋の屋内外の空間線量率の測定及び表層

土壌の核種分析を実施した。併せて、過去 4 ヶ年の結果と併せた経年変化の推移及び外部被ばく

線量を解析・評価した。また、富岡町では令和 5 年（2023 年）春頃までに帰還困難区域のうち特

定復興再生拠点区域全域の避難指示解除を目指しており、JR 夜ノ森駅前を皮切りに平成 30 年

（2018 年）7 月から除染が開始され、富岡町の復興・再生に向けた動きが加速化している。この

ような中、除染の開始直後から同区域における除染・解体作業に伴う環境放射能レベルを把握す

るために走行サーベイを実施し、除染・解体作業に伴う経時変化の推移及び環境放射能レベルか

ら推定した作業員の外部被ばく線量について解析・評価した。さらに、普段の生活空間以外にお

ける環境放射能レベルを把握するために、余暇活動等のエリアとして考えられる里山を対象にし

た森林公園内のハイキングコースにおける歩行サーベイを実施し、生活空間（居住空間）におけ

る環境放射能レベルとの比較を行い、里山再生（森林除染）に関連した新たな生活様式の提案を
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試みた。 

一方、内部被ばく線量評価については、平成 30 年（2018 年）1 月以降に富岡町役場内に開設さ

れた「富岡町食品検査所」が実施している食品スクリーニングの測定結果を基に、町内で栽培・

採取された食品群に含まれる放射性セシウムの基準値超過の割合（検出率）や放射性セシウムの

分布傾向について経年変化の推移を踏まえて解析するとともに、特定復興再生拠点区域にある建

屋の解体作業に伴う放射性セシウムの再浮遊・飛散性に関する環境放射能調査も継続し、特異な

環境中に浮遊する放射性セシウムの吸入による内部被ばく線量についても解析・評価した。 

 

1. 外部被ばく線量評価（避難指示解除後 5 年経過） 

① 空間線量率（図Ⅱ-1） 

令和 3 年（2021 年）9～10 月に、町有施設である集会所 19 戸を対象に屋内外の空間線量率を測

定した。具体的には、サーベイメータ「TCS-172B」（日立アロカメディカル製）にて、各測定ポ

イントにおいて 30 秒ごとに 5 回（時定数 10）測定し、その平均値を空間場の代表値として、外部

被ばく線量を評価した。測定ポイントは、屋内は正面玄関（地上 1m 高）及び大広間の中央（5cm

及び 1m 高）、屋外は玄関前（地上 1m 高）及び建屋裏（地上 1m 高）とした。 

 

② 表層土壌に含まれる放射性セシウム（図Ⅱ-1） 

①と同様、令和 3 年（2021 年）9～10 月に、町有施設である集会所 19 戸を対象に、建屋敷地内

の表土（0-5cm 及び 5-10cm の 2 層）を採土器で採取後、前処理操作（105℃、24 時間の雰囲気で

乾燥後、2mm メッシュの篩で夾雑物を除去）した試料（粒形<2mm）を専用容器（PP 製 U8 容器）

に梱包し、ゲルマニウム半導体検出器「GMX Series」（相対効率 32.88%、オルテック製）及び

「MCA7600」（セイコーイージーアンドジー製）にて核種分析（γ 線スペクトロメトリー）を行

った（測定時間 3,600 秒）。 

 

 
図Ⅱ-1 空間線量率の測定地点（表層土壌の採取地点）及び測定・分析の様子 

 

③ 帰還困難区域（特定復興再生拠点区域）の線量マッピング（図Ⅱ-2） 

富岡町では、令和 5 年（2023 年）春頃までに帰還困難区域のうち特定復興再生拠点区域全域の
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避難指示解除を目指しており、平成 30 年（2018 年）7 月以降「特定復興再生拠点区域」に指定さ

れている JR 夜ノ森駅前を皮切りに除染・解体作業が進められている。そこで、主任研究者らは、

同区域における除染効果を経時的に検証するために、走行サーベイによる線量マッピングを実施

している。最近の町の状況としては、令和 2 年（2020 年）3 月 14 日の JR 常磐線の全線再開に合

わせて、令和 2 年（2020 年）3 月 10 日に JR 夜ノ森駅前の一部道路（歩道を含む通路）が先行解

除された。今回は、令和 2 年（2020 年）10 月から令和 3 年（2021 年）11 月にかけて走行サーベ

イを実施した JR 夜ノ森駅再開後の「夜の森地区」に加え、令和元年（2019 年）10 月から令和 3

年（2021 年）11 月にかけて走行サーベイを実施した「小良ヶ浜地区」を対象に、得られた線量マ

ッピングから環境放射能の変動を解析した。具体的には、放射線モニタリングシステム「ラジプ

ローブ」（㈱千代田テクノル製）を使用し、地上 1m 高に車載設置した検出器にて 5 秒ごとに空間

線量率の測定及び事故由来と考えられる放射性セシウム等の定性分析（核種ごとの有意なエネル

ギーピークの同定）を同時に行い、経時変化を分析した。 

   

図Ⅱ-2 帰還困難区域（環境省「除染情報サイト」を一部改変） 

 

④ 森林公園内（ハイキングコース）の環境放射能（図Ⅱ-3） 

富岡町では、普段の生活空間以外に、国等と連携して住民の帰還に向けた環境づくりである「里

山再生モデル事業」（平成 28～31 年度）（2016～2019 年度）を実施し、モデル地区（グリーンフィ

ールド富岡周辺（富岡町小浜、大字本岡地内））の除染、間伐材等の森林整備及び線量測定を実施

し、快適な森林空間の創出に一定効果を示したと評価しているものの、事故以前のように管理が

十分に行き届いていない森林公園も現存している。主任研究者らは、既報のとおり森林公園を有

する大倉山（標高 592.4m）にあるハイキングコース内を歩行サーベイした結果、令和元年（2019

年）10 月に発生し福島県内を縦断した台風 19 号やその後の集中豪雨に伴い、一時的な環境放射

能（放射性セシウム）の変動は認められたものの、全体としてウェザリング効果は認められなか

ったことを確認した。今回はその後の令和 3 年（2021 年）2 月 13 日に発生した最大震度 6 強（富

夜の森地区 
富岡町全域 

避難指示先行解除区域 

小良ヶ浜地区 

特定復興再生拠点区域 

帰還困難区域全域 
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岡町は震度 5 強）を観測した福島県沖地震の影響を確認するために、同じハイキングコース内に

おける環境放射能レベル、経時変化及び生活空間（居住空間）の環境放射能レベルとの比較を行

った。なお、測定には、スペクトロサーベイメータ（RADEYE SPRDJ、㈱千代田テクノル製）及

び個人被ばく線量計「D-シャトル」（㈱千代田テクノル製）を使用してデータを収集するとともに、

除染が困難なエリアにおける被ばく管理のあり方や里山の自然を享受するための方策についても

検討した。 

 

図Ⅱ-3 大倉山の位置及びハイキングコース（写真は令和 3 年 3 月 18 日撮影） 

 

2. 内部被ばく線量評価（4 年目） 

① 食品スクリーニング検査（図Ⅱ-4） 

富岡町では、平成 30 年（2018 年）1 月から町内 2 ヶ所（役場等）に非破壊検査器（NaI スペク

トロメータ）を設置し、町内で採取・栽培された食品を中心に簡便・迅速なスクリーニング検査

（測定時間 600 秒）を行ってきた。現在は、役場内に新たに設置された「富岡町食品検査所」（平

成 31 年（2019 年）1 月～）において、食品スクリーニング検査を継続実施している。普段の生活

の中で、安心して地元の食材を摂取するために、放射性セシウムの内部被ばくを回避する方策と

して、当該食品スクリーニングを活用する住民は多く、内部被ばくリスクへの関心が非常に高い。

主任研究者らは、当該食品スクリーニングの開始以降、富岡町役場から匿名化されたデータセッ

トの提供受け、同町内で栽培・採取された食品・食材に含まれる放射性セシウムの基準値超過の

割合（一般食品の基準値：100Bq/kg）（検出率）や食品群ごとに含まれる放射性セシウムの分布等

について解析している。今回は、令和 3 年（2021 年）1 月～12 月の期間にスクリーニングした 671

試料を対象に、食品に含まれる放射性セシウムの分布や内部被ばく線量評価を行った。 
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図 Ⅱ-4 富岡町食品検査所（食品検査の様子）及びスクリーニング用の NaI スペクトロメータ 

 

② 特定復興再生拠点区域の解体作業に伴う放射性セシウムの影響（図Ⅱ-5） 

前回は、「夜の森地区」（特定復興再生拠点区域）に位置する建屋 G（地上 2 階木造アパート、

カラーベスト葺、総戸数 8 戸）の解体作業に伴う粉塵（ダスト）に含まれる事故由来と考えられ

る放射性セシウムの環境動態及び作業員のダストの吸入による内部被ばく線量評価を実施したが、

今回は建屋 G に近接する他の建屋（建屋 Y）を対象に追跡調査を実施した。具体的には、2021 年

2～3 月の期間、建屋 Y の敷地内にハイボリウムエアサンプラー「HV-1000R」（柴田科学㈱製）を

1 台設置し、除染・解体作業中のダストを 1000L/min の吸引速度でガラス濾紙（203mm×254mm 、

ADVANTEC 製）に捕集した。捕集時間は 6 時間程度で、捕集後、濾紙をベルトポンチで円形に 12

穴打ち抜き、U8 容器に梱包し測定試料とし、核種分析に供した。測定試料は、ゲルマニウム半導

体検出器（1.②と同様）で核種分析を行った（測定時間 80,000 秒）。 

 

図Ⅱ-5 解体作業に伴う建屋周辺で発生するダストの調査 

 

（倫理面への配慮） 

当該研究については、環境試料に基づいた被ばく線量評価の手法であり、倫理面の配慮は必要
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ないと判断した。 

 

III  研究結果 

1. 外部被ばく線量評価（避難指示解除後の 5 ヶ年） 

① 空間線量率の測定（表 III-1、図Ⅲ-1） 

避難指示解除区域における自然放射線を含む空間線量率（中央値）は、屋内で 0.14μSv/h（正面

玄関 1m 高）、0.13μSv/h（大広間の中央、5cm 高）及び 0.15μSv/h（大広間の中央、1m 高）、屋外で

0.16μSv/h （正面玄関、1m 高）及び 0.20μSv/h（建屋裏、1m 高）であった。また、これらの指示

値から、環境省のガイドラインで示す行動時間（屋内 16 時間及び屋外 8 時間）に基づき推計した

年間の追加被ばく線量は、0.93mSv/y であった。同区域では、事故後の被ばく線量の目安である「現

存被ばく状況」（国際放射線防護委員会、1-20mSv/y）の下限域で推移しており、さらに言えば避難

指示解除後の 5 年目に当たる今回の調査では、平時における一般公衆の追加被ばく線量の目安で

ある 1mSv/y 未満で推移していることが確認された。一方、帰還困難区域における自然放射線を含

む空間線量率（中央値）は、屋内で 0.32μSv/h（正面玄関、1m 高）、0.18μSv/h（大広間の中央、5cm

高）及び 0.21μSv/h（大広間の中央、1m 高）、屋外で 0.63μSv/h （正面玄関、1m 高）及び 1.2μSv/h

（建屋裏、1m 高）であった。また、避難指示解除区域と同様に、これらの指示値から推計した年

間の被ばく線量は、3.4mSv/y（参考値）であった。さらに、これまで放射線量が一定程度高い状態

が継続していた帰還困難区域においても、環境放射能レベルの低減傾向が示唆されるとともに、

過去 5 ヶ年（2017～2021 年）の空間線量率の推移から、町内全域で概ね低減化の傾向が維持され

ていることが明らかとなった。 

表 III-1 建屋周辺の生活空間における空間線量率の推移 
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図Ⅲ-1 建屋周辺における空間線量率の分布推移 

 

② 表層土壌に含まれる放射性セシウム（表 III-2、図Ⅲ-2） 

すべての採取地点において、表層土壌中にセシウム 137（137Cs）が検出されたものの、物理学的

半減期が約 2 年のセシウム 134（134Cs）は、1 地点（5.3%）で不検出（2017 年 3 地点（4.9%）、2018

年 8 地点（14%）、2019 年 2 地点（6.7%）及び 2020 年 2 地点（11%））であったが、放射性セシウ

ム比（134Cs/137Cs）の経年変化から、今回検出された放射性セシウムは、事故由来の核種であるこ

とが示唆された。また、土壌中の放射性セシウムの分布は、避難指示解除区域では、134Cs 及び 137Cs

（いずれも深度 0-5cm の中央値）が、それぞれ 56Bq/kg 及び 1,068Bq/kg であり、これらの 2 核種

による外部被ばく線量は、0.17mSv/y と推定された。一方、帰還困難区域では、134Cs 及び 137Cs（い

ずれも深度 0-5cm の中央値）は、それぞれ 1,083Bq/kg 及び 30,274Bq/kg であり、これらの 2 核種

による外部被ばく線量は 6.7 mSv/y と推定された。以上の結果から、富岡町では事故由来の放射性

セシウムが現存した状況が継続し、帰還困難区域における環境放射能レベルは一定程度高いこと

が推察されるものの、特に避難指示解除区域では、地表面からの外部被ばく線量が現存被ばく状

況（20mSv/y 以下）を大きく下回った状況が維持されていることが明らかとなった。また、表層土

壌に含まれる放射性セシウムの層別（0－5cm 及び 5－10cm の 2 層）の分布傾向では、避難指示解

除区域において、いずれの層も自然減衰による低減化を認めつつ概ね同様の濃度分布で推移を示

しており、表層土壌の除染が 0－10cm の範囲で認められる。総じて、過去 5 ヶ年（2017～2021 年）

の表層土壌に含まれる放射性セシウムの推移から、町内全域で概ね低減化の傾向が維持されてい

ることが明らかとなった。一方、帰還困難区域においては、上層（0－5cm）の方が下層（5-10cm）

に比べて放射性セシウム濃度が高い傾向で推移しており、建屋周辺の未除染の状況を反映してい

ることが明らかとなった。 
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表 III-2 表層土壌に含まれる放射性セシウム濃度の推移 

 
 

 

図 Ⅲ-2 表層土壌に含まれる放射性セシウム濃度の分布推移（避難指示解除区域） 

 

③ 帰還困難区域（特定復興再生拠点区域）の線量マッピング（図Ⅲ-3～図Ⅲ-6） 

JR 夜ノ森駅が再開された約半年後の令和 2 年（2020 年）10 月時点の駅前エリア（「夜の森地

区」）では、空間線量率（平均値）が 0.24μSv/h、測定地点の 9 割強の 91.7%が 0.38μSv/h 以下（環

境省ガイドラインで示される 2mSv/y 以下に相当）を示し、その後令和 3 年（2021 年）に実施し

た 3 回の走行サーベイでは、空間線量率（平均値）が 0.16～0.20μSv/h で推移し、測定地点の 94.4

～98.9%が 0.38μSv/h 以下を示した。さらに、この間の事故由来と考えられる放射性セシウムの検
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出率は、134Cs 及び 137Cs ともに 0%（不検出）を示し、結果を反映した線量マッピングからも、こ

の 1 年間の環境放射能レベルは大きく低減化した傾向が維持されていることが明らかとなった。

さらに、特定復興再生拠点区域の除染が開始された平成 30 年（2018 年）7 月以降の経時変化から

も、環境放射能の低減化が明らかとなった。一方、「小良ヶ浜地区」では、令和 2 年（2020 年）10

月時点では、空間線量率（平均値）が 0.52μSv/h、測定地点の 9 割強の 98.7%が 0.38～1.9μSv/h（環

境省ガイドラインで示される 1～10mSv/y の範囲に相当）を示し、その後の 3 回の走行サーベイで

は、空間線量率（平均値）が 0.45～0.53μSv/h で推移し、測定地点の 91.8～96.6%が 0.38～1.9μSv/h

を示した。さらに、この間の事故由来と考えられる放射性セシウムの検出率は、令和 2 年（2020

年）10 月時点で 134Cs が 30.5%で 137Cs が 33.8%であったものの、その後漸減し、令和 3 年（2021

年）11 月時点でともに 134Cs 及び 137Cs ともに 6%代を示した。線量マッピングの結果から、空間

線量率及び放射性セシウムの検出率の低減化が確認されたものの、「夜の森地区」に比べてその程

度は小さかった。 

 

図Ⅲ-3 夜の森地区の線量マッピング（走行サーベイによる最近 1 年間の空間線量率の推移） 

 



11 

 

図Ⅲ-4 夜の森地区の空間線量率の分布及び放射性セシウムの検出率の経時変化 

（2018 年 7 月～2021 年 11 月） 

 

 

図Ⅲ-5 小良ヶ浜地区の線量マッピング（走行サーベイによる最近 2 年間の空間線量率の推移） 
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図Ⅲ-6 小良ヶ浜地区の空間線量率の分布及び放射性セシウムの検出率の経時変化 

（2018 年 7 月～2021 年 11 月） 

 

④ 森林公園内（ハイキングコース）の環境放射能（図Ⅲ-7） 

令和 3 年（2021 年）2 月 13 日、最大震度 6 強の福島県沖地震が発生し、多くの負傷者や家屋の

倒壊に見舞われた。富岡町では震度 5 強を観測したが、この地震前後の大倉山のハイキングコー

ス内の環境放射能を測定した結果、空間線量率（平均値）は地震発生前の令和 2 年（2020 年）10

月では 0.40μSv/h を示し、地震発生後の令和 3 年（2021 年）3 月では 0.39μSv/h を示した。また、

個人被ばく線量は地震発生後の令和 3 年（2021 年）3 月で 0.3μSv/h 程度を示し、ハイキングコー

ス内の大きな変動は認められなかった（歩行時間 89 分）。なお、既報のとおり令和元年（2019 年）

10 月の台風 19 号の影響を含めたハイキングコース内の空間線量率変化から、自然減衰による線

量率の低減化が認められるものの、自然災害級の風水害・地震に伴う森林内の環境放射能レベル

の大きな変動（低減化）は認められなかった。 
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図 III-7 大倉山ハイキングコース内の空間線量率の変化 

 

2. 内部被ばく線量評価（最近 4 ヶ年） 

① 食品スクリーニング検査（図Ⅲ-8～Ⅲ-10） 

帰町後の生活において、安心して地元の食材を摂取するためのスクリーニング検査の住民ニー

ズは高く、富岡町食品検査所が利用されている。今回は、令和 3 年（2021 年）1 月から 12 月にス

クリーニングした食品群 671 試料を対象に、放射性セシウムの分布等について解析を行った。そ

の結果、多くの食品（84.6%）は、一般食品における放射性セシウムの基準値である 100Bq/kg 未

満であったものの、一部の食品（15.4%）では基準値を超過した。食品全体の傾向としては、過去

3 ヶ年（2018～2020 年）の結果と比較して、ほぼ同様の放射性セシウムの分布傾向を示した。食

品別の基準値超過の割合（検出率）では、主な食品群で野菜（0%）、果物（4.2%）、山菜（43.1%）、

キノコ類（85.7%）及び種実類（27.8%）であった。放射性セシウム濃度の中央値が基準値以上を

示した食品はキノコ類（1,217Bq/kg）のみで、他の主要食品群では野菜（5.0Bq/kg）、果物（5.0Bq/kg）、

山菜（41Bq/kg）及び種実類（13Bq/kg）であった。食品別の傾向としては、過去 3 ヶ年（2018～

2020 年）の結果と比較すると、山菜に含まれる放射性セシウムが低減傾向にあることが明らかに

なった。また、肉類を除く食品群（9 品目）を摂取した際の年間預託実効線量は、全体で 135μSv

であり、最大で 172μSv（60 代男性）であった（野菜、果物、山菜及びキノコ類の主要 4 品目の場

合、最大 152μSv）。この結果に明確な性差は認められなかったものの、摂取量の違いから 60 代

以上の世代が若年層に比べて預託実効線量が高い傾向を示したものの、食品に含まれる事故由来

と考えられる放射性セシウムによる内部被ばく線量は、極めて限定的であり、この傾向は過去の

結果からも示唆される。なお、肉類については、有害鳥獣捕獲されたイノシシ肉等であり一般に

は食用に供さないため、今回の内部被ばく評価の対象からは除外した。 
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図Ⅲ-8 食品全体の放射性セシウム分布（4 ヶ年） 

 

 

図Ⅲ-9 食品別の放射性セシウム分布（4 ヶ年） 
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図Ⅲ-10 食品摂取による内部被ばく線量の推定値（2021 年） 

 

② 特定復興再生拠点区域の解体作業に伴う放射性セシウムの影響（表Ⅲ-3） 

今回検出された人工放射性核種はいずれの地点も 137Cs のみで、建屋 Y では解体作業前では 0.35

～0.36mBq/m3、解体作業中では 2.3mBq/m3 以下であった（対照の富岡町役場（避難指示解除地区）

では不検出）。これらの結果から、解体作業中に浮遊している 137Cs の吸入による内部被ばく線量

は、最大 2.0×10-4µSv/d と推定された。今回の建屋 Y の解体作業の内訳としては、建屋 G の解体時

と同様に重機の搬入、屋根の片づけ、建屋周辺のアスファルト解体、内装・屋根の解体、窓（サッ

シ）外し、外壁・屋根材外し、重機による家屋解体、解体廃材のフレコン袋詰め及び重機による

基礎コンクリ－ト解体撤去等であった。なお、既報の建屋 G の分析結果と併せて表に示す。 

表Ⅲ-3 粉塵（ダスト）の核種分析結果（137Cs） 

 

 

IV  考察 

富岡町では、避難指示解除後の 5 ヶ年経過したものの、事故由来と考えられる放射性セシウム
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（134+137Cs）が現存している状況が維持されていることが確認された。しかしながら、避難指示解

除区域では、生活空間の空間線量率及び表層土壌の核種分析の結果から、事故後の追加被ばく線

量が「現存被ばく状況」（国際放射線防護委員会、1-20mSv/y）の下限域で推移していたものの、

避難指示解除後の 5 年目に当たる今回の調査では、平時における一般公衆の追加被ばく線量の目

安である 1mSv/y 未満で推移していることが明らかとなり、外部被ばく線量の低減化が着実に進

んでいることが示唆される。これは、土壌表面から受ける放射性セシウムの外部被ばく線量が極

めて限定的であったことから、同区域における着実な除染・解体作業の結果が反映され、環境改

善（環境放射能レベルの低減化）につながったものと推察される。加えて、周辺環境の変化（周

囲の解体作業、フォローアップ除染等）も反映しているものと推察され、帰町した住民等の生活

空間における外部被ばくリスクは限定的であると示唆される（図Ⅲ-1～Ⅲ-2 及び表Ⅲ-1～Ⅲ-2）

（Yamaguchi T et al., Radiat Prot Dosimetry. 193 (3-4): 207-220, 2021）。 

一方、帰還困難区域における環境放射能レベルは一定程度高い状況が維持されていることも確

認された。同区域は、既に除染が開始されている特定復興再生拠点区域（夜の森地区）と未除染

エリア（小良ヶ浜地区）で構成されているため、それぞれのエリアの環境放射能レベルを詳細に

評価する必要がある。今般の走行サーベイの結果から、「夜の森地区」における空間線量率及び

空間線量率に占める放射性セシウムの割合（検出率）が、調査開始時以降経時的に漸減している

ことが明らかとなったが、最近の傾向として、同地区の外部被ばく線量が環境省のガイドライン

に相当する 2mSv/y 以下で推移していることに加え、特筆すべきは放射性セシウムが不検出の状

況が継続している点である。この理由としては、富岡町では令和 5 年（2023 年）春頃までに特定

復興再生拠点区域全域の避難指示解除を目指しており、2018 年 7 月以降、JR 夜ノ森駅前エリアを

皮切りに除染・解体作業が進んでいることが挙げられ、JR 常磐線の全線再開に伴う除染・解体作

業の効果をはじめとする事故由来と考えられる放射性セシウムの強制除去が主因と示唆される

（図Ⅲ-3～Ⅲ-4）（Cui et al., Sci Rep 10 (1): 10165, 2020）。また、「小良ヶ浜地区」では、環境省の

ガイドラインに相当する 1～10mSv/y で推移しており、事故由来と考えられる放射性セシウムの

検出率は低下しつつあるものの、現在も一定程度検出されていることから、今後も環境放射能調

査を継続し、被ばく線量の変動を把握する必要がある（図Ⅲ-5～Ⅲ-6）。なお、除染・解体作業に

伴って発生する粉塵（ダスト）に含まれる 137Cs の環境動態に関する分析を進めている。これまで

の調査の結果、「夜の森地区」では大気浮遊塵中に断続的に 137Cs が検出されており、同地区にお

ける 137Cs の再浮遊（舞い上がり）が懸念されることから、除染・解体等の作業員の被ばく管理等

についても検証を進めているが、「夜の森地区」の解体建屋に着目して分析した結果、採取した

大気浮遊塵に 7Be が散見され大気圏内の大規模な気塊の移流が確認されたものの（結果略）、除

染・解体作業に伴う建屋由来の粉塵量と建屋敷地内の 137Cs 濃度との明らかな関連性はなく、むし

ろ作業に伴って往来するダンプ等の工事車両の激しい往来に伴う 137Cs の再浮遊（舞い上がり）に

よるものと推察される（表Ⅲ-3）。 

一方、生活空間以外の森林等の環境放射能については、これまでの調査から、過去最強クラス

の台風 19 号（2019 年 10 月）や大雨・豪雨のような自然災害を伴う気象に伴い、大倉山のハイキ

ングコースを対象にした空間線量率、放射性セシウムの検出率及び個人被ばく線量に大きな変化

はなく、森林内のウェザリング効果（風雨などの自然要因による減衰）は認められず、その後発

生した福島県沖地震（最大震度 6 強）に伴う地盤変化や土砂崩れ等による環境放射能の変化を調

査した結果においても、自然減衰以外に空間線量率、放射性セシウムの検出率及び個人被ばく線
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量に大きな変化はなく、自然災害級の風水害・地震に伴う森林内の環境放射能レベルの大きな変

動は認められなかった。換言すると、事故由来と考えられる放射性セシウムは、森林内では容易

に移動せず、森林系内に保持されることがあらためて示唆された（Taira Y et al., Sci Rep 10 (1), 19215, 

2020）。今回対象とした大倉山においては、外部被ばく線量は限定的であるものの、除染が困難

な森林エリアにおいて自然を享受するなどの余暇活動等を行う場合には、必要に応じて個人被ば

く線量計を携帯して被ばく管理するなどの取り組みが有効な方策の 1 つであると考える（図 III-

7）。 

次に、富岡町内で自家栽培や野生の山菜・キノコ類等を採取した食品群のスクリーニング検査

の結果から、食品全体に占める放射性セシウムの基準値超過率や食品別の放射性セシウムの分布

傾向は、概ね過去 3 か年（2018 年～2020 年）と同様の傾向を示していることが明らかとなり、普

段の生活の中で摂取した場合の内部被ばく線量は極めて限定的（172μSv/y 以下）であることがあ

らためて示唆された。今回の結果から、基準値超過率はこれまでと同等であったものの、基準値

未満（不検出を含む）の範囲において、経年的に不検出の割合が増える傾向が維持され、食品内

に含まれる放射性セシウムの低減化があらためて示唆された。特に、家庭菜園等で自家栽培する

ような野菜・果物類では放射性セシウムが検出されることは極めて稀であった一方、里山や沿道

の未除染地点で自生する山菜、キノコ類及び種実類では、他の食品類に比べて放射性セシウムの

検出率が高い傾向にあり、特に摂取に留意すべき食品群としては、放射性セシウム分布が高い傾

向が継続しているキノコ類であることをあらためて確認した。他方、山菜では放射性セシウム分

布は低減化の傾向を示しており、その要因としてこれまで放射性セシウム分布が高い傾向を示し

ていたタケノコやワラビに含まれる放射性セシウムの低減化が示唆される（結果略）。また、地

区別の解析では栽培・採取地点による地域特性はこれまで同様に認められなかった（結果略）。

本調査により、特定の食品群（山菜及びキノコ類）の放射性セシウムの蓄積傾向が反映されてい

ることがあらためて確認された。加えて、一部の食品では放射性セシウム分布が高いケースも散

見されることから、今後も食品群に含まれる放射性セシウムの分布について継続して調査する必

要がある。しかしながら、富岡町食品検査所のような住民に開かれた施設を有効活用することで、

不要な内部被ばくを回避することができることは、町内で安心して継続的に生活するうえで、極

めて重要であることも特筆すべき点である（図Ⅲ-8～Ⅲ-10）。 

最後に、前述した除染・解体作業に伴い建屋から周辺に拡散するダスト量については、明らか

な増加等の特異事項は確認されず、大気浮遊塵に含まれる137Csはトレーサーレベルで推移してお

り、さらに作業員は普段から防塵マスクや防護服等を装着したうえで除染・解体作業に従事する

ことなどから、吸入による内部被ばく線量は極めて限定的であると示唆される（表Ⅲ-3）。 

 

V  結論 

住民や労働者が、安全・安心・継続して富岡町内で生活するためには、放射線に関する確かな

情報がベースとなる。その支援策の 1 つとして、環境放射能調査（放射線モニタリング）によっ

て、外部被ばく線量・内部被ばく線量を評価し、不要な被ばくを回避するなどの基礎情報を発信

することが重要であり、地元自治体である富岡町役場と緊密に連携しながら帰住民に対する戸別

訪問、役場や食品検査所に訪れた住民等への個別対応等、放射線リスクコミュニケーション活動

における素材として本結果を活用し、放射線に関する不安の解消あるいは不安の軽減を図るとと

もに、これらの活動をさらに拡充していくことが、富岡町の再生・復興に繋がるものと考える。
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また、富岡町役場では「放射線情報まとめサイト」（ウェブサイト）や広報誌「ライフとみおか」

による情報発信に加え、SNS（ツイッター）を活用など、コロナ禍が継続する状況においてもなお

タイムリーに情報発信しており、主任研究者らもこの取り組みに連動しながら活動をさらに拡充

し、科学的エビデンスのさらなる構築を目指していきたい。 

 

VI  次年度以降の計画 

外部被ばく線量評価については、引き続き対象地域の空間線量率の測定（屋内外）、表層土壌

の核種分析に加え、特に特定復興再生拠点区域（夜の森地区）における線量マッピングの変遷や

帰還困難区域（小良ヶ浜地区）における除去土壌等の搬作業出に伴うダスト中の放射性セシウム

の環境動態調査（舞い上がり調査）に注力しつつ、森林域の環境放射能レベルの把握を継続する。 

内部被ばく線量評価については、食品スクリーニング検査結果の解析（食品群別、品種別、四

季別等）を継続するとともに、前述した舞い上がり調査に基づく作業員の吸入による内部被ばく

線量評価等について検討する。 

 

この研究に関する現在までの研究状況、業績 

1) Tsuchiya R, Taira Y, Orita M et al., Radiocesium contamination and estimated internal exposure doses 

in edible wild plants in Kawauchi Village following the Fukushima nuclear disaster. Radiocesium 

contamination and estimated internal exposure doses in edible wild plants in Kawauchi Village 

following the Fukushima Nuclear Disaster. PLoS One. 12 (12): e0189398, 2017. 

2) Tsukazaki A, Taira Y, Orita M et al. Seven years post-Fukushima: Long term measurement of exposure 

doses in Tomioka Town. J Rad Res. 60 (1): 159-160, 2019. 

3) Matsuo M, Taira Y, Orita M, Yamada Y, Ide J, Yamashita S, Takamura N. Evaluation of environmental 

contamination and estimated radiation exposure dose rates among residents immediately after returning 

home to Tomioka Town, Fukushima Prefecture. Int J Environ Res Public Health. 16 (9). pii: E1481, 

2019. 

4) Taira Y, Inadomi Y, Hirajou S et al. Eight years post-Fukushima: is forest decontamination still 

necessary? J Radiat Res. 60 (5):705-707, 2019. doi: 10.1093/jrr/rrz047. 

5)  Cui L, Taira Y, Matsuo M et al. Environmental Remediation of the difficult-to-return zone in 

Tomioka Town, Fukushima Prefecture. Sci Rep. 10 (1): 10165, 2020. 

6) Taira Y, Matsuo M, Yamaguchi T et al. Radiocesium levels in contaminated forests has remained stable, 

even after heavy rains due to typhoons and localized downpours. Sci Rep. 10 (1): 19215, 2020. 

7) Yamaguchi T, Taira Y, Matsuo M et al. Local Levels of Radiation Exposure Doses due to Radiocesium 

for Returned Residents in Tomioka Town, Fukushima Prefecture. Radiat Prot Dosimetry. 193 (3-4): 

207-220, 2021. 

ア）-2 論文：査読なし 

なし 

イ）-1 国内学会発表 

1) 富岡町の特定復興再生拠点区域「夜の森地区」における除染効果（第 10 回環境放射能除染

研究発表会、令和 3 年 8 月 25 日、WEB 開催） 

イ）-2 国際学会発表 
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1) Environmental radioactivity levels and estimated radiation exposure dose rates among residents before 

and after returning home to areas near Fukushima Daiichi Nuclear Power Station （Fukushima 10 Years, 

Special Workshop between KARP and JHPS, 11 March 2021, WEB） 

イ）-3 講演 

1) 帰還困難区域周辺の環境（外部被ばく線量評価）、②避難指示解除区域の環境（内部被ばく

線量評価）、③生活空間以外の環境～森林の環境放射能と里山再生～、④リスクコミュニケ

ーション活動事例～戸別訪問による環境放射能調査（復興知・夏季セミナー、令和 3 年 9 月

7 日、WEB 開催） 

2) トリチウムって何ですか？（とみおか健康カレッジ、令和 3 年 10 月 15 日、福島県富岡町） 

ウ）書籍・総説 

なし 

エ）受賞 

なし 

オ）特許 

なし 

カ）環境行政への活用・貢献実績 

 第 19 回・第 20 回富岡町除染検証委員会における報告 
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大熊町 中間貯蔵施設周辺区域 

 
I  研究目的 

福島県双葉郡大熊町（以下、大熊町）は東京電力福島第一原子力発電所（以下、福島第一原発）

が立地する自治体であり、2011 年 3 月の事故の際には住民が避難を余儀なくされ、その後長期間

にわたる避難が継続されてきた。事故後大熊町は町内を「帰還困難区域」「居住制限区域」と「避

難指示解除準備区域」に区分され、「居住制限区域」と「避難指示解除準備区域」については除染

とインフラの復興を進めてきた。その結果、平成 31 年（2019 年）4 月に「居住制限区域」と「帰

還困難区域」の一部で避難指示が解除され、大川原地区に新たな町役場の庁舎を設置し、住民の

帰還が開始された。今後、大熊町の中心街であった大野駅周辺など特定復興再生拠点の避難指示

解除が計画されている。大熊町においては、このような街の復興に合わせて、住民の帰還意向と

その住民の特徴を理解し、効率的なリスクコミュニケーション活動を展開することが肝要である

と考えられる。長崎大学は令和元年（2019 年）7 月以降、大熊町役場と連携し、大熊町の復興を

促進するために、環境放射能評価等を通じた住民の被ばく線量評価や住民との放射線健康リスク

コミュニケーションを実施してきた。一方でこれまで、原発が立地する大熊町住民の放射線被ば

くに対する不安に関連する要因は検討されてこなかった。今後、大熊町役場と密に連携し、効果

的な放射線健康リスクコミュニケーションを実施するためにも住民の放射線被ばくに対する不安

やそれに関連する因子を明らかにすることが求められている。そこで本研究では、福島第一原発

が立地する大熊町住民の帰還意向、および放射線被ばくに対する不安に関連する要因を明らかに

することを目的とする。 

 

II  研究方法 

本調査票は令和 2 年度（2020 年度）4 月の時点で大熊町に住民票があった 20 歳以上の住民約

5000 世帯に 2 部ずつ、大熊町の広報誌に同封して配布した。その結果 1225 名から回答が得られ、

欠損のあった 91 名を排除した 1134 名を解析対象とした。調査期間は 2020 年 12 月から 2121 年 1

月であった。 

自記式質問紙票は先行研究をもとに、基本的属性、帰還意向、放射線被ばく不安、放射線リス

ク認知、メンタルヘルスに関する項目を聴取した。帰還意向は、「すでに帰還した・帰還したい・

帰還に悩んでいる・戻らないと決めている」の 4 選択で設定した。放射線被ばく不安は、大熊町

産の食品や水道水を摂取することへの不安の程度、放射線リスク認知は大熊町で生活することで

被ばく健康影響があると思うか、遺伝性影響があると思うかを聴取した。メンタルヘルスは PCL-

S(PTSD Checklist- Specific version）を用いて測定した。PCL-S は心的外傷後ストレス障害のうち、

トラウマ体験に特化して調査することが出来る。さらに大熊町役場に設置している放射線に関す

る相談窓口を知っているかと被ばくと健康影響について相談したいと思うかを聴取した。 

 

(倫理面への配慮） 

本研究は、事前に長崎大学大学院医歯薬学総合研究科倫理委員会にて承認（承認番号 20060103-

2）を得て実施した。 
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III  研究結果・考察  【大熊町住民の帰還意向に関連する要因の分析】 

 

1. 大熊町住民の帰還意向に関連する要因 

 

1-1．結果 

大熊町住民の帰還意向は、すでに帰還した 38 名(3.4％）、帰還したい 111 名(9.8％）、帰還を悩

んでいる 276 名(24.3％）、帰還しないと決めている 709 名(62.5％）であった。以下に放射線被ば

く不安、放射線リスク認知、相談窓口への意識を示す(図 1）。 

 

図 1 大熊町住民の放射線被ばく不安、放射線リスク認知、相談窓口への意識 
 
大熊町住民の帰還意向を、Group1；すでに帰還した、Group2；帰還したい、group3；帰還を悩ん

でいる、Group4；帰還しないと決めているとして、各質問項目でカイ 2 条検定を行った（表 1）。

その結果、Group1 は他の群と比較して、1 人暮らしの者（36.8%, p < 0.01）が多かった。Group 2 は

他の群と比較して、年齢が 60 歳以上の者（72.1%, p < 0.01）、大熊町出身の者（66.7%, p < 0.01）

が多かった。Group 3 は他の群と比較して、18 歳以下の子供との同居者（22.1%, p = 0.03）、大熊

町の生活で放射線健康影響が起こると思う者（64.1%, p < 0.01）、 放射線被ばくで遺伝的影響が起

こると思う者（64.9%, p < 0.01）が多かった。Group 4 は他の群と比較して、大熊産の食品摂取への

不安がある者（59.7%, p < 0.01）、大熊町の水道水摂取への不安がある者（68.8%, p < 0.01）が多か

った。各帰還意向において、性別（p = 0.86）、運動習慣（p = 0.28）、現在の生活への満足度（p = 0.67）
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の項目に統計学的な有意差は確認されなかった。 

 

さらに表 1 で統計学的な有意差が確認された項目について、2 項ロジスティック回帰分析を行

った。その結果、Group2（帰還したい）は Group4（帰還をしないと決めている）と比較して 4.6 倍

放射線の専門家に相談したい（OR＝4.6, 95%Cl;2.9-7.2, p<0.01）一方で、放射線に関する相談場所

を知らない（OR＝0.5, 95%Cl;0.3-0.8, p<0.01）ことが明らかになった。同様に、Group3（帰還を悩

んでいる）は Group4（帰還をしないと決めている）と比較して 3.2 倍放射線の専門家に相談した

い（OR＝3.2, 95%Cl;2.3-4.3, p<0.01）一方で、放射線に関する相談場所を知らなかった（OR＝0.7, 

95%Cl;0.5-0.9, p<0.05）（表 2）。 

 

表 1 帰還意向における各質問項目の割合；カイ 2 条検定での比較 

質問項目  
Group 1 

38名 

Group 2 

111名 

Group 3 

276名 

Group 4 

709名 
p 

性別 男性 24 (63.2%) 59 (53.2%) 143 (51.8%) 329 (46.4%) 0.86 

年齢 ≥ 60 25 (65.8%) 80 (72.1%) 157 (56.9%) 475 (67.0%) < 0.01 

18 歳以下の子供との同居 はい 3 (7.9%) 13 (11.7%) 61 (22.1%) 138 (19.5%) 0.03 

一人暮らし はい 14 (36.8%) 30 (27.0%) 58 (21.0%) 102 (14.4%) < 0.01 

大熊町出身 はい 23 (60.5%) 74 (66.7%) 165 (56.9%) 355 (50.1%) < 0.01 

1 時間/日の運動習慣 はい 20 (52.6%) 60 (54.1%) 146 (56.9%) 419 (59.1%) 0.28 

生活への満足度 はい 27 (71.1%) 69 (62.2%) 177 (56.9%) 471 (66.4%) 0.67 

大熊産食品摂取への不安 はい 8 (21.1%) 47 (42.3%) 158 (56.9%) 423 (59.7%) < 0.01 

大熊の水道水摂取への不安 はい 7 (18.7%) 57 (51.4%) 177 (64.1%) 488 (68.8%) < 0.01 

大熊町で放射線健康影響が起こると思う はい 9 (23.7%) 43 (38.7%) 177 (64.1%) 413 (58.3%) < 0.01 

被ばくで遺伝的影響が起こると思う はい 11 (28.9%) 53 (47.7%) 179 (64.9%) 417 (58.8%) < 0.01 

放射線に関する相談場所を知っている はい 29 (76.3%) 41 (36.9%) 111 (40.2%) 343 (48.4%) 0.01 

放射線の専門家に相談したいか はい 15 (39.5%) 50 (45.0%) 117 (42.4%) 141 (19.1%) < 0.01 

表 2 帰還意向に独立して影響を及ぼす要因；2 項ロジスティック回帰分析 

 Group 4 (ref.) vs Group 2  Group 4 (ref.) vs Group3 

Items Unit OR 95%Cl OR 95%Cl 

年齢 < 60/≥ 60 0.8 0.5–1.3 1.6** 1.2–2.1 
大熊町出身 はい/いいえ 1.9** 1.2–3.0 1.5** 1.1–2.0 
大熊産食品摂取への不安 はい/いいえ 0.7 0.4–1.1 0.6** 0.4–0.9 
大熊町で放射線健康影響が起こると思う はい/いいえ 0.4** 0.2–0.7 1.4 0.9–2.0 
放射線に関する相談場所を知っている はい/いいえ 0.5** 0.3–0.8 0.7* 0.5–0.9 
放射線の専門家に相談したいか はい/いいえ 4.6** 2.9–7.2 3.2** 2.3–4.3 
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1-2. 考察 

 大熊町住民の帰還意向に関連する要因をカイ 2 条検定で解析した結果、帰還を悩んでいる者

は他の帰還意向の群と比較して 18 歳以下の子供との同居者、大熊町の生活で放射線健康影響が起

こると思う者、放射線被ばくで遺伝的影響が起こると思う者の割合が多かった。大熊町内の帰還

をした者のみならず、大熊町外の帰還を悩んでいる住民を対象とした放射線健康影響に関する車

座集会を積極的に開催することが求められる。2 項ロジスティック回帰分析の結果、帰還したい

者は帰還をしないと決めている者と比較して 4.6 倍放射線の専門家に相談したい一方で、放射線

に関する相談場所を知らない（OR＝0.5, 95%Cl;0.3-0.8, p<0.01）ことが明らかになった。同様に、

帰還を悩んでいる者は帰還をしないと決めている者と比較して 3.2 倍放射線の専門家に相談した

い一方で、放射線に関する相談場所を知らないことが明らかになった（OR＝0.7, 95%Cl;0.5-0.9, 

p<0.05）。帰還をしたい、もしくは帰還を悩んでいる住民を対象とした放射線相談窓口の周知と、

相談対応の環境整備の必要性が示唆された。 

 
2）大熊町住民の帰還意向に関連する要因の結論 

 大熊町住民の帰還意向に関連する要因を解析した結果、帰還をしたい住民は他の帰還意向の住

民と比較して、年齢が 60 歳以上の者、大熊町出身の者が多かった。さらに帰還を悩んでいる住民

は、他の帰還意向の住民と比較して、18 歳以下の子供と同居している者、大熊町の生活で放射線

健康影響が起こると思う者、 放射線被ばくで遺伝的影響が起こると思う者が多かった。さらに本

研究では、帰還をしたい住民、帰還を悩んでいる住民において、放射線の専門家に相談したい一

方で、放射線に関する相談場所を知らないという特徴があることが示された。福島第一原子力発

電所の事故から 10 年が経過し、大熊町への帰還をしないと決めた住民の割合が多い現状がある。

しかしながら帰還したい住民、帰還を悩んでいる住民が一定数存在することが明らかである。本

研究により帰還意向による住民の特徴が明らかになった。放射線被ばくと健康影響への不安が帰

還意向に影響を及ぼしており、放射線相談窓口の継続と、その周知をさらに行うことが住民支援

に必要不可欠であることが確認されたといえる。 
 

IV  研究結果・考察 【大熊町住民放射線被ばくに対する不安に関連する要因の分析】 

 

2. 大熊町住民放射線被ばくに対する不安に関連する要因 

 

2-1．結果 

住民の放射線被ばくに対する不安に影響する要因を解析した結果、放射線による自身への健康

に「不安がある」「どちらかといえば不安がある」と回答した人は 57%（642 人）であった。放射

線被ばくの健康影響に不安があると回答した人は、不安がないと回答した人と比較して、有意に

女性が多く、18 歳以下の子供と同居している人が多かった。一方で、放射線被ばくの健康影響へ

の不安の有無は、年代、世帯人数、出生地、個々の日常生活動作レベル、生きがいがあるかどう

かと有意な差は見られなかった。さらに、放射線被ばくに対する不安があると回答した人は、不

安がないと回答した人と比較して、有意に大熊町産の食品を摂取することへ不安があり、水道水

を摂取することへ不安があり、生まれてくる子・孫の健康影響への不安があり、放射線に関する

相談窓口を知らず、放射線に関して専門家に相談したいと思っている人が多いことが明らかとな
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った（表 3）。 

 

表 3 基本的な属性、PCL-S と放射線健康影響への不安の有無との関連 

変数 単位 被ばくへの不安有り 
 (n = 642) 

被ばくへの不安無し 
(n = 492) p 

性別 男性 265 (41%) 290 (59%) <0.01 
年齢 60歳以下 226 (35%) 171 (35%) 0.90 

世帯人数 
一人暮らし 107 (17%) 97 (20%) 0.07 
二人暮らし 282 (44%) 233 (47%)  
それ以上 253 (39%) 162 (33%)  

18歳以下の子どもと同

居している はい 137 (21%) 78 (16%) 0.02 * 

大熊町が大熊町 はい 347 (54%) 270 (55%) 0.78 
一日一時間以上の運動 はい 356 (56%) 289 (59%) 0.27 

帰還意向 

帰還した 9 (1%) 29 (6%) <0.01 * 
帰還したい 43 (7%) 68 (14%)  
悩んでいる 177 (28%) 99 (20%)  
帰還しない 413 (64%) 296 (60%)  

PCL-S スコア 12点以上 98 (15%) 44 (9%) <0.01 * 
大熊町産食材摂取への

不安 あり 532 (83%) 104 (21%) <0.01 * 

水道水を摂取への不安 あり 583 (91%) 146 (30%) <0.01 * 
被ばくの子・孫への健

康影響への不安 あり 567 (88%) 93 (19%) <0.01 * 

放射線相談窓口がある

ことを知っている はい 271 (42%) 253 (51%) <0.01 * 

放射線のことを相談し

たいと思っている はい 229 (36%) 94 (19%) <0.01 * 

生きがいがある はい 409 (64%) 335 (68%) 0.13 
 
また、ロジスティック回帰分析の結果、性別、18 歳以下の子どもとの同居の有無、PCL-S のス

コア、放射線に関する相談窓口を知っているかどうか、放射線に関して専門家に相談したいかど

うかが放射線健康不安に有意に独立して関連していることが明らかとなった（表 4）。 

 

表 4 放射線被ばくによる健康影響への不安に独立して関連する要因 

変数 単位 オッズ比 95%信頼区間 

性別 男/女 0.50 ** 0.39–0.64 

18歳以下の子どもとの同居の有無 はい/いいえ 1.52 * 1.10–2.09 

PCL-Sスコア 12点未満/12点以上 0.62 * 0.42–0.92 

相談窓口があることを知っている 知っている/知らない 0.67 ** 0.52–0.85 

放射線について専門家に相談したい はい/いいえ 2.33 ** 1.76–3.10 

 

2-2. 考察 

住民の放射線被ばくに対する不安に影響する要因を解析した結果、放射線による自身への健康
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に「不安がある」「どちらかといえば不安がある」と回答した人は57%（642人）であった。放射線

被ばくの健康影響に不安があると回答した人は、不安がないと回答した人と比較して、有意に女

性が多く、18歳以下の子供と同居している人が多かった。一方で、放射線被ばくの健康影響への

不安の有無は、年代、世帯人数、出生地、個々の日常生活動作レベル、生きがいがあるかどうか

と有意な差は見られなかった。さらに、放射線被ばくに対する不安があると回答した人は、不安

がないと回答した人と比較して、有意に大熊町産の食品を摂取することへ不安があり、水道水を

摂取することへ不安があり、生まれてくる子・孫の健康影響への不安があり、放射線に関する相

談窓口を知らず、放射線に関して専門家に相談したいと思っている人が多いことが明らかとなっ

た。2011年に実施された福島県民健康調査から、48%の回答者が被ばくによる健康影響を不安に思

っていると回答していることが明らかとなったが、2019年に実施された同調査では、29％まで減

少しており、福島県内における放射線リスク認知は改善傾向にあると示唆されてきた。一方で、

本調査の結果から、大熊町における放射線被ばくによる健康影響に不安を持つ住民はいまだに多

いことが明らかとなった。これは各自治体の復興状況の違いが影響していると考えられる。同じ

福島県内であっても復興状況の違いによって住民のニーズは違うと考えられ、住民のニーズに対

応できる支援の体制を整えていく必要があると考えられる。特に、女性また18歳以下の子どもと

同居する世帯において、放射線被ばくに対する不安が大きいことが明らかとなった。特に女性や

子育て世代は、放射線被ばくの妊娠や出産への影響を懸念している人が多いと考えられ、妊婦や

母親、その家族の放射線被ばくによる健康影響への不安を低減するためにも、放射線健康リスク

コミュニケーションを含む包括的な母子健康保健の推進が重要であると考えられる。 

また、ロジスティック回帰分析の結果、性別、18歳以下の子どもとの同居の有無、PCL-Sのスコ

ア、放射線に関する相談窓口を知っているかどうか、放射線に関して専門家に相談したいかどう

かが放射線健康不安に有意に独立して関連していることが明らかとなった。避難指示区域が解除

された後、大熊町役場は個々の放射線不安に対応するための相談窓口を設置してきた。一方で、

本調査から放射線被ばくに対する健康影響を不安に思う住民は、不安がないと回答する住民と比

較して、放射線について専門家に相談したいと希望する人が多いにも関わらず、放射線健康相談

窓口があることを知らないと答える人が多かった。2016年に実施された福島県民健康調査結果か

らも、約33000人の回答者の内、3650人（11%）が東日本大震災によって抑うつ症状やストレスを

抱えていたにも関わらず、これまでに一度も専門家に相談していなかったことが報告され、長期

的な避難を余儀なくされ、住み慣れた社会との関係を継続することができなくなったことによっ

て、情報を得る機会が減少してしまったことが一つの要因として考えられた。東日本大震災の後、

福島県下では放射線被ばくと健康影響に関する専門家によるさまざまな相談の機会が設けられて

きたが、現在では、より個別の事案に対応できる車座集会のような小規模対面式の相談窓口体制

が整えられてきている。今後は、放射線被ばくと健康について専門家に相談したい人が、躊躇す

ることなく、大熊町町内や避難先で相談できる環境作りが必要であると考えられる。引き続き、

大熊町の住民の放射線健康不安に対応していくために、個別相談の機会の確保や放射線健康リス

クコミュニケーションを通した住民と専門家との信頼関係の構築が重要であると考えられる。 

 

2-3. 結論 

性別、18 歳以下の子どもとの同居の有無、PCL-S のスコア、放射線に関する相談窓口を知って

いるかどうか、放射線に関して専門家に相談したいかどうかが放射線健康不安に独立して関連し
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ていることが明らかとなった。今後は、相談したいと思っている人が相談できる体制を整え、相

談窓口の存在を知ってもらえるように継続的な放射線健康リスクコミュニケーションに取り組ん

でいく必要があると考えられる。 

 

V  次年度以降の計画 

得られた結果を住民や行政機関へ広く還元する。また今後は、復興の端緒についた大熊町住民

の放射線健康影響リスク認知および情報への関心度に加えて、大熊町住民のメンタルヘルスの評

価を行い、より効果的なリスクコミュニケーションを通じた復興の加速化に貢献する。本申請研

究は次年度が最終年度となる。次年度はこれらリスクコミュニケーション活動の介入効果を量的

および質的データを用いて包括的に評価する。 
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Abstract 

We conducted carborne survey in the zone designated for reconstruction and recovery of Tomioka. 
Also, we evaluated ambient doses around interim storage facility in Ohkuma town by carborne survey. 
We believe that we can contribute to share the information with residents of Ohkuma and others on the 
dose rates around interim storage facility, since they have interests about it.  

Also, we clarified the relationships between the risk perception about radiation exposure, its health 
effects and anxieties to radiation in residents of Ohkuma. Evaluation of the changes in risk perception 
by risk communication will available for the suggestion about the risk communication after a nuclear 
disaster. 
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